
1

　平成25年4月に国立健康・栄養研究
所理事長職を拝命しました。国立健康・
栄養研究所は内務省所管「栄養研究所」
として大正９年に設立されました。初
代所長は栄養学の父と呼ばれる佐伯矩

（さえき・ただす）博士です。佐伯博士
は "Progress o f the Sc ience o f 
Nutrition in Japan"と題する国際連盟
報告書（1926年）を執筆されています。
昭和23年に厚生省所管の国立栄養研究
所として新宿区戸山地区に移設され、
平成元年に運動に関する研究部門が加
えられ、「国立健康・栄養研究所」と
改称されました。平成13年4月から独
立行政法人になり、所長職に代わって
理事長職が設けられています。初代理
事長は田中平三先生で、第二代は渡邊
昌先生、第三代は徳留信寛先生です。
小林修平先生が研究所長であった頃に
疫学部長だった故・山口百子先生を訪
ねたことが懐かしく思い出されます。

研究所の組織と活動

　研究所には6研究部と２センターが
あります。研究部門は、栄養疫学研究
部（部長・瀧本秀美）、健康増進研究
部（部長・宮地元彦）、臨床栄養研究
部（部長・窪田直人）、栄養教育研究
部（併任部長・瀧本秀美）、基礎栄養
研究部（部長・田中茂穂）及び食品保

健機能研究部（部長・石見佳子）で構
成されています。２つのセンターは情
報センター（センター長・梅垣敬三）
と国際産学連携センター（センター長・
西信雄）です。日本疫学会に所属して
いる研究所員は少数派ですので、加入
を勧誘するのも私の仕事かと考えてい
ます。研究所員の主な所属学会は日本
栄養改善学会と日本食糧栄養学会で
す。前者の会員には栄養士が多く、後
者は農学領域の食品化学・栄養生化学
分野の研究者が多く所属しています。
　私の研究と密接に関係するのは栄養
疫学研究部ですが、この研究部は国民
健康栄養調査と食事基準値策定に深く
かかわっています。運動とがん予防の
観点では健康増進研究部も若干関係し
ますが、健康事象としてがんや循環器
疾患は今のところ対象になっていませ

ん。臨床栄養研究部長は従来から東京
大学臨床部門教員の併任ですが、糖尿
病の遺伝子多型解析研究が中心です。
基礎栄養研究部ではエネルギー・主要
栄養素の生理学的研究がおこなわれて
おり、エネルギー消費量を測定する高
額なカロリー・メーターが設置されて
います。栄養教育研究部は渡邊昌先生
が理事長の時に創設されました。私は
食品保健機能研究部のことに無知でし
た。昨年に福岡大腸がん研究でポリ
フェノール摂取量を推定しましたが

（WJGE 2013）、その際の引用論文の
一つがこの研究部から出されたもので
あることを赴任後に知った次第です
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（Biosci Biotechnol Biochem 2010; 74: 
2137-40）。健康食品の氾濫は懸念され
るところですが、規制緩和で販売戦略
はさらに過熱すると思われます。食品
の機能性と安全性は研究所の重要な研
究テーマです。機能成分のデータベー
ス構築も研究課題の一つです。情報セ
ンターでは健康食品の安全性・有効性
情報をホームページで提供していま
す。国際産学連携センターではアジア
太平洋地域の研究者養成と国際共同栄
養調査に力点を置いています。
　現在、栄養疫学研究部、栄養教育研
究部、健康増進研究部、基礎栄養研究
部でそれぞれ研究員を応募していま
す。日本疫学会会員の皆様の応募をお
待ちしております。詳細は研究所ホー
ムページhttp://www 0.nih.go.jpをご
確認ください。

国民栄養調査の活用

　国民栄養調査の原点は、連合国軍司
令部（GHQ）の指令にもとづいて昭
和20年12月に東京都内で実施された栄
養調査です。この栄養調査は昭和23年
に全国調査に拡大され、戦後の栄養改
善政策に活用されました。昭和27年の
栄養改善法により国民栄養調査として
規定されました。今日の国民健康・栄
養調査は、平成15年施行の健康増進法
に規定されています。栄養調査では世

帯単位の摂取食品秤量法が用いられ、
個人の摂取量は構成世帯員で案分され
ています。以前には３日間あるいは5
日間の秤量がおこなわれていました
が、平成７年より一日秤量になってい
ます。
　公衆衛生学の授業で国民栄養調査の
ことを聞いてはいましたが、調査報告
書を真剣に読み始めたのは30年ほど前
です。国民栄養調査を活用した研究で
最も感銘を受けたのは、食物繊維と大
腸がんに関する研究です。英国の地域
別大腸がん死亡率が非デンプン多糖類

（NSP）の摂取量と強い負の相関を示
すことがケンブリッジ大学の研究者ら
により1980年頃に報告されました。私
の指導教授であった倉恒匡徳先生は国
民栄養調査の1人当たりの食物平均摂
取量をもとに典型的な食事を再現し、
NSPを測定しました。論文抄録では次
のように記述されています。"Composite 
diets for 1959, 1970, and 1979 were 
prepared using food consumption 
data from the National Nutrition 
Survey in Japan and analyzed for 
non-starch polysaccharides （NSP） at 
the Dunn Clinical Nutrition Centre in 
Cambridge. The results showed that 
average intake of NSP by Japanese in 
the above years did not exceed 13 g 
per day, which is as low as the 

c o r r e s p o nd i n g i n t a k e b y t h e 
Scandinavians and the British. . . " 

（JJCR 1986）。一読に値する論文です。
同様の手法は東北大学宮澤陽夫教授ら
による伝統的日本食のDNAマイクロ
アレイ解析にも使われている （J Lipid 
Res 2009）
　私自身は山口百子先生との共同研究
で初めて国民栄養調査の結果を活用し
ました。山口百子先生は1980-1984年
の都道府県別栄養摂取量をまとめてい
ました （JJCO 1990）。それをもとに都
道府県別食塩摂取量と胃がんとの相関
を検討したものです。食塩摂取量は脳
卒中死亡率と正の相関がありました
が、胃がん死亡率とは全く相関があり
ませんでした（CCC 1994）。沖縄だけ
が食塩摂取量が極端に低く（8.9ｇ/
日）、胃がん死亡率も脳卒中死亡率も
最も低率であったことが印象的でし
た。
　国民栄養調査は、個人の習慣的摂取
量を推定するには難があります。しか
も、法律に基づく調査ですので、調査
データそのものの使用には目的外使用
の制約があります。しかし、日本人の
食物栄養素摂取量の経年変化と地域特
性を見極めるための重要な研究資産で
す。国民健康栄養調査報告書が広く活
用されることを切望しております。

■プロフィール
古野　純典（この　すみのり）

［学歴］
昭和49年３月　九州大学医学部卒業（学位：医学博士）

［職歴］
昭和59年4月　産業医科大学助教授

昭和61年4月　福岡大学医学部助教授
平成２年4月　防衛医科大学校教授
平成７年11月　九州大学医学部教授
平成12年4月　九州大学大学院医学研究院教授
平成25年4月　独立行政法人
 国立健康・栄養研究所理事長
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　日本で地域におけるがん罹患状況を
調査し、罹患数、罹患率を計測したの
は東北大学医学部公衆衛生学講座の瀬
木三雄教授が宮城県を対象地域として
1951-1953年について行ったのが最初
です。このことから宮城は日本におけ
る地域がん登録発祥の地とされていま
す。その後1959年からは地域がん登録
事業として継続的なデータの収集が行
われるとともに、スタッフが医療機関
に出向いて当該症例の診療録から必要
情報を抽出する出張採録を広範囲に行
うなど精度向上への努力が続けられて
きました。日本で有数の高い登録精度
を持つデータは、罹患率、生存率等の
計測だけではなく、がん検診の精度や
有効性評価、がん罹患をエンドポイン
トとするコホート研究等に活用されわ
が国のがん対策やがん疫学研究に寄与
しています。現在は公益財団法人宮城
県対がん協会が県より委託を受けて登
録業務が行われていますが、今回、宮
城県地域がん登録が国際がん研究機関

（IARC）および国際がん登録協議会
（IACR）より表彰を受けましたので経
緯をご紹介させていただきます。
　C a n c e r  I n c i d e n c e  i n  F i v e 
Continents （CI5） は、地域がん登録に
基づいた世界のがん罹患統計に関する
データブックであり、1966年に第1巻
が刊行されて以降定期的に発行が行わ
れ、現在、IARCにより2003-2007年罹
患値を掲載した第10巻の刊行準備がす
すめられています。今年8月に出され
たIACRのニュースレターによれば、
同巻には80ヶ国の375登録がデータを
提出しましたが、品質等に関する審査
をクリアした291登録のデータがイン
ターネット上で今年10月頃に公開、製

本版としては本年末に出版される予定
です。第1巻から第９巻までのデータ
はhttp://www-dep.iarc.frより見るこ
とができます。
　CI5に宮城の罹患データは第1巻の
1959-1960年値から第９巻まで継続し
て掲載されてきました。これは単に長
期間にわたりデータ収集を行ってきた
ということだけではなく、掲載に値す
る精度を持つデータの提供を続けてき
たという証です。IARCからの第10巻
発行のためのデータ提出依頼は2011年
の９月にありました。東日本大震災の
発生から半年の時点でしたが、幸い登
録室はスタッフ、データとも大きな被
害を受けておらず、期限とされた同年
12月にデータを提出することができ、
これまでと同様に掲載される予定と
なっています。
　 デ ー タ を 提 出 後 の 昨 年 5 月 に、
IARCおよびIACRよりCI5の第1巻か
ら第９巻までの全てにデータが掲載さ
れ、かつ第10巻にデータを提供した功
績に対し、９月にアイルランドのCorkで
開催されるIACRの年次総会で表彰し
たいとの連絡を受けました。残念なが
ら宮城の関係者は現地に行くことがで
きませんでしたが、後日賞状およびト
ロフィー（写真）が送られてきました。
同様の表彰を受けたのは日本では宮城
の み、 世 界 で も 他 に は コ ロ ンビア

（Cali）、カナダ（Alberta, Manitoba, 
Newfoundland, Saskatchewan）、米国

（Connecticut, Hawaii）、イスラエル、デン
マーク、フィンランド、ノルウェー、スウェー
デン、スロベニア、イギリス（North West 
England, West Midlands）、ニュージーラ
ンドの11 ヶ国16登録に限られていま
す。今回の表彰は宮城の地域がん登録

にご協力いただいている多くの関係者
の方々にも喜ばれ、また震災後の厳し
い環境の中でも頑張ってきた現在のス
タッフにとっても励みとなる大きな出
来事となりました。このような長期に
わたる貴重なデータが残されたのはい
うまでもなく瀬木先生をはじめとする
先人の方々の多大なご努力によるもの
であり、改めて感謝を申し上げたいと
思います。
　日本の地域がん登録は、登録実施地
域が全国をカバーするものではないこ
と、県（道府）毎に実施されているた
め他県の医療機関で診療を受けた自県
の患者情報の把握が難しいこと、医療
機関の届出協力は任意であるため多く
の登録では相当数の登録漏れがあり精
度の点で十分ではないこと、全登録症
例の予後情報を把握するためにかなり
の労力を要すること、集計値の公表が
即時性に欠けること、などがこれまで
課題としてあげられてきました。今年
国立がん研究センターから発行された
全国がん罹患モニタリング集計による
全国がん罹患数・罹患率は一定の精度
基準を満たした25登録に基づく2008年
推計値であり、2003-2005年診断症例
の全国生存率集計値は７登録に基づく
ものです。上にあげた課題のうち、登
録実施地域は昨年東京都と宮崎県が登
録を開始することにより47都道府県全
てでの実施となり、また医療機関から
の協力については、がん診療連携拠点
病院では院内がん登録の活用による地
域がん登録事業への積極的な協力が指

新時代への責任
―宮城県地域がん登録の表彰を受けて―

宮城県立がんセンター研究所がん疫学・予防研究部
西野　善一
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糖尿病は、予備軍を含めると40歳以
上の国民３人に1人が罹患していると
され、国民病といっても過言ではない。
糖尿病は毎年約3000人の失明者と約
15,000人の新規透析導入者を、新たに
生み出し続けており、動脈硬化疾患の
発症リスクを２倍以上増加させること
からも、国民の健康寿命と医療費に対
する悪影響は計り知れない。糖尿病対
策は、新規の糖尿病発症を抑制するこ
と（一次予防）とすでに糖尿病発症後
の患者における合併症発症を抑制する

こと（二次予防）からなる。特に糖尿
病の95%以上を占める２型糖尿病は、
遺伝背景や生活習慣の影響を強く受け
ることから、人種・民族差（ethnic 
differences）が大きい。

２型糖尿病は、体内で血糖降下作用
を有する唯一のホルモンであるインス
リンの作用低下により高血糖を来す慢
性疾患で、血清脂質異常、高血圧など
多くの代謝障害を合併する。このイン
スリン作用低下は、インスリン分泌能
低下とインスリン抵抗性増大（インス

リン感受性低下とも言い、主に肥満に
より発来する）のいずれによっても、
もたらされるが、両者の寄与度合が欧
米人と日本人とで大きく異なる。これ
は両地域の２型糖尿病患者の肥満度に
よく表れており、日本人は欧米人より
かなり軽度の肥満でも糖尿病を発症し
やすい上、糖尿病発症後の平均肥満度

定要件となるなど進捗がみられました
が、根本的な解決のためには現在の法
的根拠である健康増進法第16条、がん
対策基本法第17条２項よりさらに明確
な根拠法の必要性が議論されてきまし
た。がん対策における地域がん登録の
重要性の認識が広がるとともに法制化
への機運が高まりつつあり、本年8月
27日には国会がん患者と家族の会より

「がん登録等の推進に関する法律案全
文（素案）」が公開され （http://www.
cancer-reg.sakura.ne.jp/reference/
index.html）、議員立法による成立を
目指した動きが具体化しています。
　同素案によれば、国が都道府県登録
から顕名情報の提供を受け、各都道府
県間の登録情報の突合、生存確認調査
を一元的に実施した上で全国がん登録
データベースが整備されます。また各

都道府県はこれまで収集してきた登録
情報と国から提供された全国がん登録
データベースの情報を合せて都道府県
データベースを整備することができ、
これらの全国がん登録、都道府県デー
タベースの情報はがん医療の質の向上
等に資する調査研究を行う者への提供
ができることが書かれています。また、
がんを診断した病院からの届出は義務
化されます。国の地域がん登録におけ
る位置付けが明確になるとともに、こ
れまで述べてきた日本における地域が
ん登録の課題を解決し推進につながる
内容となっています。
　将来全国規模で高い精度を持つがん
登録が整備されても、日本において精
度の高いデータを古くから収集してき
た宮城の地域がん登録データは変わら
ぬ価値を持ち続けると考えます。瀬木

先生の調査から60年が経過し、ようや
くわが国の地域がん登録が新たな状況
を迎えつつある中、登録データをがん
研究やがん対策の評価へこれまで以上
に生かしていくことが私を含めたがん
疫学に携わるものの使命であり責任で
あることを改めて心に刻みたいと思い
ます。

日本人２型糖尿病の臨床疫学
新潟大学大学院医歯学総合研究科　血液・内分泌・代謝内科

曽根　博仁

■プロフィール
1992 東北大学医学部卒業
1998 東北大学大学院医学系研究科医科学専攻博士課

程修了（博士（医学））
1998 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野助手

1998 〜 2000、2004 〜
 宮城県対がん協会がん登録室長（兼務）
2005 宮城県立がんセンター研究所疫学部上席主任研究員
2012 〜 宮城県立がんセンター研究所がん疫学・予防研

究部部長
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も欧米人よりかなり低い（1）。

上述のような重篤な合併症を発症す
るまで無症状で経過することも珍しく
ない２型糖尿病を早期発見するために
は、健診が極めて重要である。我々は
人間ドックのデータを活用し、前糖尿
病状態の指標である「空腹時血糖値が
100–125mg/dL」と「HbA1c 5.7〜6.4%」
という２条件について、いずれにも当
てはまらない人と比較して、どちらか
一方のみにあてはまる人は約6倍、両
方とも当てはまる人は約32倍、その後
5年間の糖尿病発症リスクが有意に高
まることを示した（２）（図1）。このよ
うな結果を用いて発症リスクが高い人
を見出し、早期から集中的な生活習慣
介入を行うことは効率の良い一次予防
対策につながるはずである。

一方、全国59カ所の糖尿病専門施設
の２型糖尿病患者約2000名を対象にし
たJapan Diabetes Complications 
Study （JDCS） は、欧米以外では最も
古い糖尿病大規模臨床研究の一つであ
る。その解析結果によると、成人中途
失明につながる糖尿病網膜症の発症、
増悪の最も重要なリスク因子は血糖コ
ントロールであった。開始時HbA1c 

（NGSP）9.4％以上の患者では、その
後8年間にほぼ半数が網膜症を発症
し、進展増悪率も非常に高かった。同
時にHbA1c （NGSP）7.4％未満でも約
1割が網膜症を発症し、厳格な血糖コ
ントロールの重要性が示された（３）。

また、わが国では欧米各国と比較し
て果物摂取量が平均的に少ないことが
知られる。JDCSの結果では、適量の
果物（一日250ｇ程度＝大きさにもよ
るがバナナなら２本分、ミカンなら３
個分、リンゴなら1個分程度）を摂取
している患者では、ほとんど摂取しな
い患者と比較し、網膜症の発症リスク
が、有意に低下していることも見いだ
され、この関係は他因子で調整しても

不変であった（4）（図２）。果物の食べ
過ぎはエネルギーや果糖の過剰摂取に
つながるため患者指導時には注意を要
するが、果物摂取が少ない患者への栄
養指導には参考になると考えられる。

透析導入につながる糖尿病性腎症に
ついては、血糖と共に血圧も重要なリ
ス ク 因 子 で あ る こ と が 示 さ れ た。
HbA1c（NGSP）<7.4%の患者と比較
して7.4－9.3％では2.7倍、9.4％以上で
は5.8倍、収縮期血圧<120mmHgの患
者と比較して120－139mmHgでは2.3
倍、140mmHg以上では3.6倍のそれぞ
れリスク上昇がみられ、これらのコン
トロールの重要性も明らかになった

（5）。また東アジア人男性の喫煙率の
高さは世界的に悪名高いが、喫煙が顕
性腎症の発症リスクを約２倍上昇させ
ることも示された（5）。喫煙は、別の
日本人２型糖尿病コホートにおいて早
期腎症発症のリスクを高めることを以
前に報告していたが（6）、両結果を合
わせると、腎症の発症・増悪の両方に
悪影響を及ぼすことが明らかになっ
た。

前述のように、糖尿病患者では人種
を問わず、非糖尿病者の２倍以上動脈
硬化疾患が発症しやすく、糖尿病大血
管症と言われる。一般的に日本人では、
欧米人とは逆に、冠動脈疾患より脳卒
中の頻度が高いが、JDCS登録患者で
は冠動脈疾患と脳卒中はほぼ同頻度
で、日本人糖尿病患者は非糖尿病者と
比較して相対的に冠動脈疾患のリスク
が高いことが示唆された（７）。ただし
その絶対発症率は、英国人糖尿病患者
と比較するとかなり低い。

JDCSでは登録患者を「従来治療群」
と「生活習慣教育強化介入群」に無作
為割り付けし、前者では各専門施設の
それまでの外来治療を継続し、後者で
はそれに加え、わが国の医療現場で実
施可能な程度の生活習慣教育を中心と

した強化治療を行い、両群を比較した
（8）。強化治療の内容は、学会ガイド
ライン目標値の達成を目指した外来主
治医による強化指導、療養指導スタッ
フの電話による指導（２週間に1度程
度）、パンフレットや歩数計送付など
である。その結果、8年後の脳卒中発
症率が従来治療群の発症率9.52/1000
人年に対して、生活習慣介入群では 
5.48/1000人年と低く、多変量調整ハ
ザ ー ド 比 は0.62（95%信 頼 区 間0.39-
0.98）倍であった。さらに登録患者を、
仕事や日常生活以外に普段行っている
運動療法の総運動量で三分位解析した
ところ、最も運動量が多かった３分の
1の患者（時速約6kmの速歩換算で
1日30分以上）の8年間の脳卒中発症
ならびに総死亡のリスクは、最も運動
量が少なかった３分の1の患者（仕事
や家事以外にほとんど運動をしていな
かった）のほぼ半分であったことが明
らかになった（９）。

紙数の関係で触れることができな
かった他の多くの結果も含め、同じ２
型糖尿病でも日本人と欧米人とでは病
態や合併症に様々な違いがみられる。
もともと２型糖尿病が、同人種内でも
病 態 の 大 き く 異 な る 患 者 を 含 む
heterogeneousな疾患であり、多因子
遺伝と生活環境・文化の両者が関与す
る疾患であることを考慮すれば当然の
結果とも言える。日本人に最適化され
た糖尿病予防・治療対策の確立のため
には、日本人における大規模臨床研究
をさらに推進し臨床疫学データを集積
していく必要がある。
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空腹時血糖値（FPG）とHbA1cともに正常：HbA1c <5.7% and FPG <100 mg/dL
空腹時血糖値異常のみ：HbA1c <5.7% and FPG 100-125 mg/dL
HbA1c 5.7–6.4% のみ：HbA1c 5.7–6.4% and FPG <100 mg/dL
空腹時血糖値異常かつHbA1c 5.7–6.4%：HbA1c 5.7–6.4% and FPG 100-125 mg/dL
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図１　Pre-diabetes 診断とその後の糖尿病累積発症率
（文献２より引用）

図２　JDCSの日本人２型糖尿病患者における果物摂取量と網
膜症発症率との関係。一日当たりの果物摂取重量により、
対象者を四分位に分けた際の各群の網膜症発症率を示
す（各群の摂取量平均値は、少ない群からＱ１、Ｑ２、Ｑ３、
Ｑ４でそれぞれ、一日23g、83g、141g、253g）。別に行わ
れたCox多変量回帰分析でも、この４群では、果物摂取量
が多い方が網膜症発症率が低いという有意な傾向が認
められた。（文献７より引用）
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近年、研究者や研究グループが保持
している疫学研究のデータベースを
プールして、統合解析するプール解析

（pooled analysis）が流行しています。
ここで言うプール解析とは、同じ統合
解析でも、既に学術誌に公表された結
果を統合解析するメタ解析（meta-
analysis）とは異なり、各対象者の個
別情報を含むデータセットそのものを
合併することにより、解析に用いる変
数の分類カテゴリーや共変数を共通に
できるという利点があり、後者のメタ
解析より精度の高い結果の得られるこ
とが“うり”です。特に、目標値の設定
などに重要な、リスクの大きさの量的
評価をしたい場合には、この方法が切
り札として使われることが多くなりま
した。

このようなプール解析は、比較的大
規模な疫学研究集団の多く存在する欧
米で、研究者同士のつながりにより
徐々に派生し、人的ネットワークを通
じていわゆる「コンソーシアム」とし
て大規模化していったものと推察され
ます。さらに、同時期に学術誌のオン
ライン化が進み、あたかも方法を標準
化した系統的レビューによって文献か
らのエビデンスを抽出するかのよう
に、一定の条件にかなう研究集団を系
統的にオンライン上で抽出し、プール
解析の集団としてインバイトするとい
う、より客観的な方法に発展していま
す。これは、プール解析に含まれる集
団の抽出方法が客観的である方が、研
究の質が高いと評価されるためです。
現在は、さらに、より多くの民族や地
理的分布を網羅した大規模化をめざし
て、地域や地球規模の大規模コンソー
シアムの結成が、いわば疫学市場の一

つのブームとなっています。
さて、これまでプール解析がめざす

のは、既に各集団からのエビデンスが
ある程度出そろっている要因とアウト
カムとの関連について、1）弱い関連
しか見られていない場合には、プール
解析することによりパワーを上げ関連
性をはっきりさせようというもの、ま
た、２）集団や疾病のサブカテゴリー
により要因との関連に差の見られてい
る場合には、類似した集団毎にプール
解析することにより関連の差異を量的
に明確に示そうとするもの、さらに、
３）明確な関連の見られているものに
ついては、数値目標の確立も視野にい
れてプール解析するもの、などが主で
した。1）は、栄養素と疾患との関連
を見る場合に多く、例えば、ハーバー
ド大学を中心に1991年から実施されて
いるPooling Project of Prospective 
Studies of Diet and Cancerは、妥当
性の評価されているFFQを用いたコ
ホート研究をプール解析することによ
り、野菜・果物、食物繊維、ビタミン、
カロテノイド等々と欧米に多いがんと
の関連がどの程度あるのかを明らかに
し、プール解析の先駆けとなってきま
した。２）や３）の例としては、肥満
と死亡との関連が欧米人とアジア人と
で異なることを確認するために実施さ
れた100万人以上の大規模プール解析
ですが、特に、欧米集団とアジア集団
のBMIカテゴリーを同じにして対比さ
せ た 二 つ の 同 時 期 の プ ー ル 解 析

（National Cancer Institute Cohort 
C o n s o r t i u m 、 A s i a  C o h o r t 
Consortium）は、これまで一緒くた
に解析して曖昧になっていた肥満やや
せと死亡との関連の差異を白人集団と

アジア人集団で示し、わが国の集団の
多くがその一部として貢献していま
す。さらに最近では、100万人では収
まらず、さらに大規模化する動きも現
実的に始まっています。

このように、従来のプール解析では、
参加各集団が既にエビデンスを論文化
していることが前提となるため、プー
ル解析プロジェクトをリードするグ
ループは、各集団にそのテーマの結果
を論文化するよう促し、各集団の論文
化が済んだところでプール解析の結果
を投稿するといった流れになります。
同時にそのプール解析をするための研
究費も獲得しなければなりません。す
なわち、プール解析テーマが提案され
てからその論文化までに、順調でも数
年を要することが常です。

最近になってこの流れにも変化が生
じています。これまでのように各集団
から出てきた関連性を強化するための
ものではなく、たとえば小腸がんなど、
稀な疾患をアウトカムとして、一つの
集団では発生が少なすぎて解析できな
い場合などに、積極的に複数集団の
データをプールしてアウトカムの数を
増やし、これまで不可能であった要因
解析に挑むようになってきたことで
す。これによって、稀な疾患の要因に
ついても徐々にエビデンスが出される
ようになってきています。この場合、
各集団がその関連を論文化することは
困難なため、論文化を待つ必要はあり
ません。プール解析があまり盛んでな
かった時期には、自集団の論文化が済

国際的プール解析の現状と動向
東京大学大学院医学系研究科

井上　真奈美
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今回で３回目となるサマーセミナー
が、8月17日（土）の午後に東京大学
本郷キャンパスにおいて、臨床研究に
おける疫学の基本的事項の理解と、臨
床研究を行う素地づくりをねらいとし
て開催されました。

臨床研究に興味のある研究者、大学
院生、臨床医、医療従事者等を対象に
募集したところ、２週間ほどで定員に
達し、最終的にはチューター役の疫学
若手の会の有志の皆様を含む40名の受
講で実施されました。

今回のコーディネータ－である堤明
純委員（北里大学）の、リサーチクエ
スチョンを明確にすること、およびリ
サーチクエスチョンにあった研究方法
を検討する過程を体験し、臨床研究の
基本的事項を理解すること、が本講習
会の主目的である、とのオリエンテー
ションの後、お二人から講演がありま

した。名郷直樹先生（武蔵国分寺公園
クリニック）の「電カルリサーチ、第
２世代の橋渡し研究について」では無
作為化対照試験（RCT）の概要と、
その研究成果の一般臨床応用時の注意
点等の講演、および臨床研究に役立つ
電子カルテシステムの紹介がありまし
た。川村孝先生（京都大学環境安全保
健機構健康科学センター）の「手づく
りRCT：そのデザインとデータ処理」
では、川村先生ご自身が主催した大感
冒研究を例にとって、RCTの実施に
関する興味深いお話をお聞きしまし
た。その後に受講者全員で「研究計画
の立案：臨床上のリサーチクエスチョ
ンに基づいた立案から研究計画の策定
まで」と題して、50分のグループワー
クにてリサーチクエスチョンと研究仮
説の設定から研究計画の立案までを怒
濤のごとく実施し、各グループ10分の

持ち時間で発表会を行ないました。
かなりタイトなスケジュールにもか

かわらず、発表されたグループワーク
の成果の質は高く、セミナー中は言う
に及ばず、その後の意見交換会でも、
講師および受講者間で活発な議論が飛
び交う意義深い一日となりました。

酷暑の中を参加された受講者の皆
様、講師の２先生、チューターをお引
き受け頂いた疫学若手の会の有志の皆
様、会場の手配にご尽力いただいた東
京大学の川上憲人教授と教室員の皆様
に感謝申し上げます。

まなければデータを自研究グループ外
に出すことはあまりなかったことです
が、プール解析が盛んになるにつれ、
研究者間の信頼とネットワーク、また、
地球規模で研究者が科学の進歩のため
に貢献するというマインドが育ってき
た表れと解釈しています。プール解析

への参加は、現在の疫学研究では、避
けることができない貢献といえるのか
もしれません。一方で、プール解析の
流行により新たな研究集団の構築を怠
れば、将来の疫学研究におけるエビデ
ンス構築基盤が育たなくなり、結局は、
プール解析をするための基盤もなくな

ります。これからの疫学者は、独自の
研究集団からのエビデンス創出とこの
ようなプール解析への参加・貢献とい
う両軸を実践していくバランス感覚を
養っていく必要があります。

疫 学 サ マ ー セ ミ ナ ー 報 告

日本疫学会サマーセミナー2013「臨床研究入門」が開催されました
学術委員会委員長　萱場　一則

■プロフィール
1990 年　筑波大学医学専門学群卒業
1995 年　博士（医学）（名古屋大学）
1996 年　ハーバード大学公衆衛生大学院修士課程修了
1992 〜 2002 年 愛知県がんセンター研究所疫学・予防

部研究員、主任研究員

2002 〜 2012 年 国立がん研究センター（旧国立がんセ
ンター）がん予防・検診研究センター
予防研究部 室長

2012 年〜現在 東京大学大学院医学系研究科 健康と
人間の安全保障（AXA）寄附講座 特
任教授
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　既にご承知のように、来年8月にア
ラスカのアンカレッジで開催される第
20回国際疫学会に続く第21回が日本で
開催されることが決まっています。
2017年6月25日（日）〜27日（火）［前日
の24日（土）は関連行事］に、大宮ソ

ニックシティー（さいたま市）で開催
する予定で準備を始めています。まだ
まだ先の話ですが、予定の確保をお願
いいたします。
　日本疫学会の国際学会準備委員会を
中 心 に、 組 織 委 員 会（Organizing 

Committee）を年内に正式に発足させ
る予定です。また来年1月の仙台での
学術総会、および8月のアンカレッジ
での広報活動の準備も始めました。ま
ずは多くの会員にアンカレッジでの学
会参加をお願い申し上げます。

１）事務局長および事務局紹介

日本疫学会
事務局長

今
いま

野
の

　弘
ひろ

規
のり

今年1月の総会
後、磯・新理事長
の下、事務局長を

務めております大阪大学公衆衛生学・
助教の今野（いまの）です。前号の「新
理事長のあいさつ」にもありました通
り、学会の事務機能の安定化と充実を
図るため、事務局が東京の本郷に据え
置かれ、大阪の理事長・事務局長と東
京事務局が連携して、事務を運営する
体制となりました。学会事務局運営の
いろはのいの字もわからなかった私で
すが、磯理事長、前事務局長の郡山千
早先生、JE編集委員会事務局の橋本
勝美様ら、多くの方々に指南を受け、
支えられながら、今日に至っています。
事務局への電子メールによる問合せや
連絡は、毎日頻繁に行き交っています。
そういう状況下で、ほとんど常時対応
されている東京事務局の存在は、非常
に大きいと実感しています。文字だけ

で伝達するメールは、文言の選び方な
どなかなか難しいものですが、事務局
の西野さんの心配りの行き届いたメー
ルには、いつも感心させられ、心強い
限りです。磯理事長、理事および各委
員の先生方、JE編集に関わっておら
れる方々、若手の会の皆さま等々の本
学会に対する熱い思いを、学会会員に
なって20年を経過した今、事務局の仕
事を通じて、より間近にひしひしと感
じることができます。その情熱が、本
学会の今後のますますの発展につなが
るものと確信しておりますので、事務
局として少しでもお役に立てるよう努
めて参りたいと思います。今後も本学
会のご支援のほど、何卒よろしくお願
い申し上げます。

日本疫学会
東京事務局
西野　雅子

今年の6月から
日本疫学会の事務
を 担 当 し て い ま

す。以前に、国立情報学研究所で国際

学術情報流通基盤整備事業（SPARC）
の支援業務をしていましたご縁で、こ
の仕事をさせていただくことになりま
した。学会の事務は初めてなので、会
員の皆様には何かとご迷惑をおかけし
ていますが、磯博康理事長、今野弘規
事務局長をはじめ、JE編集担当の橋
本勝美様や、同じ事務所で仕事をする
他学会の方達にも助けていただき、少
しずつ慣れてきました。

日々さまざまな仕事がありますが、
これまでに大きな仕事が三つありまし
た。まずは、会員専用ページ開設にと
もない、登録情報を皆様に発送したこ
とです。個人情報を取り扱う緊張感の
ある仕事であることを実感しました。
次に、サマーセミナーのお手伝いをさ
せていただいたことです。準備から実
施まで、学術委員の先生方のご指示を
仰ぎながら仕事ができたのは得難い経
験でした。そして、津金昌一郎先生の
ご指示のもとで、このニュースレター
42号の制作にも楽しく関わらせていた
だきました。

これからも、このような経験を積み
ながら、少しでも会員の皆様のお役に

学 会 案 内

事 務 局 だ りよ

第21回国際疫学会（21st World Congress of Epidemiology, 
International Epidemiological Association、2017年）の準備状況

国際学会準備委員長　中村　好一
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立つことができたら嬉しく思います。
今後とも、ご指導、ご協力の程よろし
くお願いいたします。

２）学会ホームページについて
・会員専用ページの開設により、登録

内容の確認・変更および会員情報の
検索が可能になりました。

・オンラインでの新規会員登録が可
能になりました。

・年会費の支払方法として、PayPal
を選択できるようになりました。

・入会案内のポスターと PR 用スライ
ドが公開されましたのでぜひご活用
ください。

３）年会費のご請求について
・2014 年度の会費を 11 月に請求させ

ていただきます。
・今年度の会費を未納の方は、２年分

一括でお支払いください。
・会員登録で PayPal を選択された方

には、PayPal からメールで請求書
をお送りします。その際、PayPal

の手数料 200 円を加えて請求させて
いただきますので、ご了承ください。

・支払方法（郵便振込／ PayPal）は、
10 月 31 日のご登録内容に基づいて
ご請求します。

４）日本疫学会会員数
（2013年10月1日現在）
名誉会員28名　　評議員164名
普通会員1,455名

疫学研究および臨床研究に関
する倫理指針の改訂、がん登録

の法制化など、疫学研究に密接に関わる国の動きがあり、
日本疫学会としてもパブコメなどによる対応で、国民の
健康の維持増進のための疫学研究に支障を来すことがな
いようにと働きかけています。

本号の巻頭には、国立健康・栄養研究所の理事長に就
任された古野純典先生にご執筆頂きました。独法化され
て以来、四代連続で疫学会の関係者から選出されている
ことは大変喜ばしいことであり、栄養領域の研究におけ
る疫学研究の重要性が認識されていることを反映してい
るものと考えています。宮城県地域がん登録は、日本の
がん登録の発祥であり、日本のがんの実態を世界に発信
し続けた功績は顕著であり、この度の国際がん登録協議
会による表彰を、日本疫学会としても心から祝福したく、
西野善一先生にご寄稿頂きました。日本疫学会の更なる

活性化のためには、臨床分野の研究者の更なる参加が重
要であり、今期より新たに理事にご就任頂いた曽根博仁
先生に、ご自身の関わられた糖尿病の臨床疫学研究につ
いて紹介して頂きました。メタ解析に続いて、近年は、
プール解析が国際規模で盛んに行われインパクトの高い
エビデンスを提示しています。井上真奈美先生には、ご
自身の経験などをもとに、その現状と動向を紹介して頂
きました。そして、日本疫学会として、サマーセミナー
の報告や国際疫学会の準備状況、そして、今期より固定
化された事務局について、事務局長の今野弘規先生と早
速に大活躍して頂いている西野雅子さんに自己紹介して
頂きました。この日本疫学会のニュースレター発行に関
わる編集業務についても、事務局で対応して頂けるよう
になり、42号の編集担当としても大いに感謝しています。

（津金昌一郎）

編集後記
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